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要 約
中尾啓子*
本稿では、 2000年9月に実施された東京版総合社会調査 (TGSS)のデータに基づき、
パーソナルネットワークが個人の職業的地位の達成において果たす役割について検討する。
個人が保有する人間関係を社会関係的資源と捉え、その資源の活用が就職時に有利な効果
をあらわすことは、多くの先行研究において示されてきた。しかし、関係的資源がどのよ
うな機能を果たすかについての一貫した知見は得られていない。本稿では、関係的資源の
保有と利用の関連性、および、それぞ、れの異なった役割に着目し、地位達成における関係的
資源の機能について追究する。
TGSSの対象者には複数の間柄について、「日頃から何かと頼りにし、親しくしている」
人々の数を挙げてもらっている。そのデータをもとに、個人がどのようなネットワークを
保有しているかを測定し(保有ネットワーク)、どのような方法で就職したかという入職経
路(ネットワークの利用)との関連性を調べた。その結果、知人の紹介を通じて就職した
人々とそれ以外の経路で就職した人々の保有するネットワークには、その規模において有意
差が見られなかった。しかし、ネットワークを利用して就職した個人のネットワークは、そ
うでない人と比べると、より多くの間柄の人々を含む多様なネットワークであることがわ
かった。
さらに、関係的資源が就職時に果たす役割について、社会的資本 (social四pital) として
の機能と人的資本 (humancapital)としての機能について分析した結果、ネットワークの利
用が社会的資本として個人の職業的地位に有利に影響を与えるだけでなく、保有するネッ
トワークが人的資本としても効果をあらわす可能性があることが示唆された。
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1 .はじめに
人間関係が個人にどのような影響を与えるかに
ついての追究は、多くの社会科学研究者達にとっ
て長年にわたる研究課題のひとつといってよいだ
ろう。その中でも、 1980年代以降、人間関係を
個人の所有する社会的資源と捉えた視点から行為
や行動を考察する研究が増えてきている。特に社
会的地位の達成要因を追究する研究分野において
は、関係的資源として個人の結ぶ人間関係が就職
時に果たす役割を探究する実証研究が数多くすす
められてきた。 Granovetter(1973)の先駆的研究
から始まったこの研究の流れは、個人が就職する
際に知り合いを媒介にして(あるいは紹介され
て)就職が決まることが多いという事実に着目し
たことから発展し、パーソナルネットワークとい
う社会関係的資源が個人の職業的地位の達成に関
与することが、数多くの実証研究において示され
てきた。
これらの既存研究は、個人の職業的地位を説明
する要因として、個人の所有するパーソナルネッ
トワークの特性や構造に注目したもの、あるいは
個人が就職の際世話になった特定の人々に関する
属性に焦点をあてた研究がほとんどである。しか
しながら、個人が保有するネットワークと実際に
就職時に世話になった人との関連に着目した研究
は少ないほrickson2001)。保有する資源と利用
する資源の関連性を追究することは、パーソナル
ネットワークがどのように機能するかを明確にす
るために重要なことと考える。さらに、就職を雇
用者と求職者の相互の要求を満たす過程と捉えた
場合、求職者にとってパーソナルネットワークが
活用できる資源として機能するのか、あるいは雇
用者側が要求する人的資源の一部として機能する
のかという点についての知見も導き出すことがで
きると考える。
よって本稿では、東京GSSのデータを用いて、
個人の職業的地位達成におけるパーソナルネット
ワークの影響を、社会関係的資源の保有と利用の
関連に着目しながら検討していく。具体的には、
どのようなパーソナルネットワークを保有する個
人が社会関係的資源を活用するのか、そして、雇
用者側が被雇用者の持つ人脈を評価するような場
合、保有する社会関係的資源が人的資源として地
位達成にどのような影響を与えるかについて探究
していく。
2. 問題設定と分析枠組み
個人の地位達成の規定要因として、教育程度な
どの人的資源の効用とは独立に、関係的資源の効
果が注目され始めた背景には、 Granovetter(1973; 
1974; 1982)の貢献が大きい。個人の人間関係が
地位獲得に必要な情報経路となることを前提とし
たGranovetterの「弱い紐帯の理論」から導かれ
た仮説は多くの実証研究によって検証され(たと
えは Lin，Ensel， and Vaughn， 1981; Bridges and 
Villemez， 1986: Marsden and Hur1bert， 1988; 
DeGraaf and Flap， 1988; Wegener， 1991など)、そ
の結果、高い地位の知人との接触が就職あるいは
転職に有利であることが確認されてきた。さらに、
多様なネットワーク、そして弱い紐帯の橋渡し機
能を前提とした開放的なネットワークを保有する
個人が高地位の職業に就くことも、欧米を中心と
した実証研究においては示されている。しかし、
Bian (1997)、渡辺 (1991;1995)らによると、中国
や日本においては、必ずしも弱い組帯が就職・転
職の際に有利であるとは限らないとされている。
これは、ネットワークの情報伝達機能を前提とし
た分析枠組みが、どの社会にもあてはまるわけで
はないことを示唆するだろう。一方、雇用する側
に焦点をあてた研究においては、人の紹介による
雇用が企業にとって有益かどうかは労働市場に
よって異なるという結果も導かれている(たとえ
ばFernandez，Castilla， and Moore， 2000; Marsden， 
2001など)。つまり、パーソナルネットワークと
いう関係的資源の果たす機能が、すべての労働市
場、すべての社会において一致しているわけでは
ない事実が浮かび上がってきたわけである。この
ような実証研究結果の非一貫性に関して
Granovetter (1995)は、 (1)人々のパーソナルネッ
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トワークの属性(たとえばサイズや構成員)、 (2)
雇用者側が何を求めているか、そして、 (3)それ
らを規定する制度的および歴史的な背景の3点に
ついての多様性にその起因を推測している。
個人が結ぶ人間関係を個人の保有する資源
(resources)の一部として捉え、職業的地位の達
成過程におけるその役割を追究したこれらの研究
は、その資源を目的に応じて活用できる資源、す
なわち広義な意味での資本 (capital)と見なして
いるのが特徴といえよう。いわゆる人的資本
(human capital)として捉えられている個人の教
育がより良い職業や収入を得ることを期待して投
資する資本であるように (Becker，1964)、'!¥ーソ
ナルネットワークが個人の地位達成においてより
高い地位の職業に就くために利用できる資源であ
るならば、それは社会的資本 (socialcapital) と
考えてよいであろう(注(1))。しかし、パーソナ
ルネットワークは、就職時に活用する資源として
だけではなく、人的資本の一部として就職に有利
に機能するとともあることがうかがえる先行研究
も少なくない。たとえば、先にも述べた雇用者側
に焦点をあてた欧米の既存研究 (Fernandez，
Castilla， and Moore， 2000; Marsden， 2001など)に
よると、特に民間の企業、あまり組織化されてい
ない中小企業、さらに専門職・管理職・営業職に
ついては、公募による採用よりも人から紹介され
た雇用が好まれるとし、それは、個人の持つ人脈
が採用後に企業にとって有益になると評価される
ことによると解釈されている。つまり、保有する
ネットワークが個人の人的資源として捉えられて
いることを示唆する。
これらの先行研究を踏まえ、本稿では関係的資
源の保有と利用の関連性を追究することに着目し
て分析をすすめる。 Granovetter(1995)が指摘す
るように、関係的資源の果たす機能が人々の保有
するネットワークの構成に依存する可能性を把握
するためには、どのようなパーソナルネットワー
クを保有する個人が就職時に社会関係的資源を活
用しているのかを明らかにする必要があるだろう。
保有するネットワークが潜在的に活用される資源
となるのであれば、たとえば広範囲で多様なネッ
トワークを保有する個人は、その中に資本として
活用できる知人が含まれる可能性は高いと考えら
れる。ここでは、どのようなネットワークの保有
がその利用に結びつくのかを検討したい。本稿の
着目する概念的枠組みを、図 1に提示した。図 1
の (a)のパスが、これまでの研究において追究
されてきた関係的資源の効果である。上記のよう
に本稿が注目するのは (b)のパス、つまり保有
と利用の関連性である。さらに、関係的資源の保
有そのものが地位達成に関与するかどうかの可能
性を探索するためのパスが、図 1における (c)
であり、これは人的資本としての関係的資源の役
割を示唆することになるだろう。この影響を
(a) とは独立の効果として分析枠組みに取り入れ
ることによって、地位達成における関係的資源の
果たす機能をより明確にすることを目指す。
3 データと指標
本稿では、 2000年9月に実施された東京版総合
社会調査 (TGSS)のデータを分析に用いた。東京
都在住の20歳以上70歳未満の男女を母集団と設
定したこの調査では、調査項目に調査対象者の属
(a) 
職業的地位達成
図1 概念枠組み
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性・家族構成や意識・価値観などの質問項目が含
まれているだけでなく、それぞれの対象者が「日
頃から何かと頼りにし、親しくしているj人々の
数を挙げてもらっている(調査概要、標本抽出方
法の詳細および標本の代表性に関しては、松本・
原田、 2001を参照)。さらに、職に就いている対
象者については、現在の職業にどのようにして就
職したかという入職経路を答えてもらっている。
したがって、調査対象者が普段から親しくしてい
る人々(保有するネットワーク)と知人を通じて
就職したか否か(ネットワークの利用)の関連性
をみることができる。
以下では、図 1に示した枠組みに基づいて、本
稿の分析に用いた変数を提示する。
盤茎血盟生:
・専門職(注(2))あるいは管理職に従事している
かどうか
-企業内で役職についているかどうか
社会関係的資源の保有:I日頃から何かと頼りに
し、親しくしている」人々のうち
-親族の数:(別居の家族・親戚も含む)
・同僚の数:(同じ会社あるいは同じ職場の同
僚・上司・部下など)
・仕事関係の人の数:(取引先や前にいた会社な
ど、別の会社にいる人)
.近所の人の数
・友人の数:(親族・同僚・仕事関係・近隣以
外)
-関係の多様性:上の5つの中で、挙げられた関
係の数
社会関係的資源の利用・「現在のお勤め先には、
どのようにして就職されたのですか?J (入職経
路) (柱。))
・学校経由:卒業した学校や先生・先輩の紹介
・制度利用:職業安定所・民間の職業機関の紹介、
求人情報を見て直接応募
-パーソナルネットワークを通じて:家族・親族
の紹介、同郷の知人の紹介、普段からつき
あっていた有人の紹介、たまに会う友人・知
人の紹介、現在の勤め先から誘われた
・その他:家業を継いだ、自分ではじめた、前の
勤め先の紹介
4.分析
4. 1 入職経路と属性
本稿の目的である関係的資源の保有と利用の関
連を分析する前に、まず、調査対象者がどのよう
な経路を通じて現在の職についたか(入職経路)
を概観してみる。表 1は、男女有職者(注(4))の
主な属性ごとに、それぞれの入職経路を利用した
対象者数と利用率の分布をまとめたものである。
表1によると、一番多く用いられている入職方
法は、求人情報および職業紹介機関などを通じて
の就職(制度利用)であり、その利用率は約30%
である。次に多いのが、知人の紹介による就職
(ネットワーク)で、 27.37%と利用率は制度利用
と大きく異なることはない。欧米と同様に日本に
おいても、就職の際にパーソナルネットワークと
いう関係的資源が利用されているケースが多いこ
とがわかる。
対象者の属性別の分布には、求人情報および職
業紹介機関などの制度を利用する傾向が、性別、
年齢によって異なることが示されている。女性お
よび若年層(特に20歳代)の利用率が高いこと
は、常勤雇用よりむしろ、パートや臨時雇用にお
いてそのような入職経路がよく用いられることを
うかがわせる。一方、ネットワークを利用する率
に関しては、性別、年齢、学歴による有意差はあ
らわれていない。すなわち、社会関係的資源は、
男女、年齢・学歴の高低にかかわらず、同じ程度
利用されていることが明らかになった。
卒業した学校を通じて紹介された就職は、全体
では11.62%と他の経路にくらべると少ないが、
このような就職は学校卒業時の初職に多くみられ
ることがわかる。転職経験の有無による学校経由
の就職の比率をみると、転職経験なし(初職)の
場合が25.64%であるのに対して、転職経験有り
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表 1 入職経路と属性
学校経由
男女有職者 度数 略
利用した 76 11. 62 
合計 654 
性別 度数 出
男性 51 14. 57 
女性 23 7.80 
合計 74 11. 47 
有意確率 0.007 
年齢 度数 出
20-29 14 16.87 
30-39 22 16.92 
40-49 14 10. 37 
50-59 20 10.64 
60-69 4 3. 70 
合計 74 11. 49 
有意確率 0.012 
学歴 度数 明
中学卒 。 。
高校卒 14 6.17 
短大卒 15 13.51 
大学卒 47 17.87 
合計 76 11. 64 
有意確率 0.000 
転職経験 度数 出
なし 60 25.64 
あり 16 3.87 
合計 76 11. 75 
有意確率 0.000 
(初職ではなく、 2番目以降の職業)の場合は
3.87%と大きな差がみられることがその裏付けと
なるだろう。求人情報および、職業紹介機関などの
制度を利用する傾向は、初めての就職よりその後
の転職あるいは再就職の場合が多く、ネットワー
クも初職入職より転職・再就職時の方が多く用い
られることが多い。初職の場合は、学校経由か制
度利用が知人の紹介よりもより頻繁に利用される
入職経路であるが、転職や再就職の場合は、制度
利用か知人の紹介が多い。つまり、どのような経
路を用いて就職したかは、初職として就職する場
合かそうでないかによって大きく異なることが確
制度利用 ネットワー ク
度数 首 度数 出
198 30.28 179 27.37 
654 654 
度数 百 度数 出
92 26. 29 99 28.29 
104 35. 25 78 26.44 
196 30. 39 177 27.44 
0.014 0.601 
度数 世 度数 出
41 49.40 17 20.48 
49 37.69 35 26.92 
41 30. 37 40 29.63 
46 24.47 55 29.26 
19 17.59 30 27. 78 
196 30.43 177 27.48 
0.000 0.614 
度数 明 度数 出
15 28. 85 17 32.69 
78 34目36 71 31. 28 
31 27.93 31 27.93 
73 27. 76 60 22.81 
197 30.17 179 27.41 
0.403 o. 155 
度数 出 度数 出
60 25.64 47 20. 09 
137 33. 17 132 31. 96 
197 30.45 179 27.67 
0.045 0.001 
認されたといえよう。
さらに、どのような企業へ就職するかによって
入職経路に違いがあるかどうかを確かめるために、
被雇用者のみを対象に、企業規模と入職経路の関
連を初就職と転職・再就職にわけで示した(注
(5)) (表2を参照)。
初職の場合、小規模(従業員数30人未満)への
就職はケース数が少なV'oしたがって、有意確率
のみからその関連性を確信できるわけではない。
しかし傾向として見て取れるのは、学校経由での
就職が多いのは大企業 (1000人以上)で、このこ
とは先行研究における知見と一致する(演中・苅
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表2 入職経路と企業規模
学校経由
現職規模(初職) 度数 同
30人未満 2 10.00 
30 -999人 17 25. 76 
1000人以上 32 47.06 
iロk三ロ+ 51 33. 12 
有意確率 0.002 
現職規模(転職) 度数 出
30人未満 2 2. 22 
30 -999人 7 6.19 
1000人以上 3 5.66 
合計 12 4.69 
有意確率 O. 385 
谷 2000など)。また、従業員数30人から999人の
中規模企業に、就職斡旋機関などの制度を利用し
て就職したものが多い。ネットワークの利用率に
関しては、初職の場合、企業規模によって大きく
異なることはない。一方、転職の場合にはその傾
向が異なる。就職斡旋機関などの制度を利用した
就職は中規模企業に多く、ネットワークを通じて
の就職は、従業員数30人未満の小規模企業、そ
して 1000人以上の大企業に多くみられることが
わかった。
4. 2 入職経路とパーソナルネットワーク
前節では、調査対象者がどのような経路を通じ
て就職したかを概観した。そしてネットワークを
通じての就職については、初職よりも転職あるい
は再就職の場合に多いことが明らかになった。初
職就職においては、通っていた学校から紹介され
るといったケースが一般的に多くみられる。しか
し、学校卒業後年月が経った転職の際には学校経
由という入職経路が選択肢として存在しなくなる
場合が少なくない。このように初職と転職では、
入職経路として利用できる選択肢が異なることか
ら、就職の際にそれぞれの経路を利用する率が異
なってくるだけでなく、その利用を促す状況や要
因も異なってくると推測される。したがって、こ
こでは、個人の関係的資源の活用に注目する以降
の分析において、転職・再就職のみを対象として
進めていく。
制度利用 ネットワー ク
度数 百 度数 出
5 25.00 8 40.00 
33 50.00 13 19. 70 
16 23. 53 17 25.00 
54 35.06 38 24.68 
0.003 O. 182 
度数 首 度数 同
36 40.00 40 44.44 
69 61. 06 27 23.89 
24 45.28 26 49.06 
129 50. 39 93 36.33 
0.008 0.001 
まず、社会関係的資源の保有と利用の関連をみ
るために、知人を通じて就職した人々がどのよう
なネットワークを持つかを分析した。就職の際に
ネットワークを利用した有職調査対象者と利用し
なかった対象者について、それぞれが保有する
ネットワークを比較した結果を表3にまとめた。
表3では、個人のネットワークを相手との間柄
と距離(注(7))に分けて分析した。しかし、ほと
んどのネットワークの規模に関して、知人を通じ
て就職した調査対象者とその他の経路で就職した
ものとの間に違いはみられなかった。唯一有意差
があらわれたのは、同僚数である。ネットワーク
を利用して就職したものは、そうでない人々にく
らべて、親しくしている同僚の数、特に中距離の
同僚が多い。しかし、同僚とは現在の職場におけ
る知人であるため、少なくともその多くとは就職
後に知り合った可能性が高い。したがって、同僚
を関係的資源の利用につながる保有ネットワーク
として捉えることはむずかしいだろう o ここで注
目したい点は、保有するネットワークの多様性に
あらわれた有意差である。多様性は挙げられた
人々との間柄の数を示すが、就職時にネットワー
クを利用した調査対象者は、利用しなかったもの
に比べると、より多様な関係にある人々から構成
されているネットワークを持つことが明らかに
なった。
以上の分析によって概観された保有ネットワー
クとネットワーク利用の関連から、ネットワーク
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表3 ネットワーク利用と保有するネットワークの特性(注(6)
ネットワーク利用なし ネットワーク利用
平均値 度数 標準偏差 平均値 度数 標準偏差 有意確率
親族
遠距離 1. 32 470 3.11 1. 35 178 2.60 o. 531 
中距離 1. 95 470 3.47 2.31 178 3.90 0.225 
近距離 1. 22 470 2.48 1. 04 178 2.08 o. 349 
別居 4.49 470 6. 18 4. 70 178 6.63 0.654 
同居兄弟数 o. 12 469 0.44 0.11 178 o. 56 0.494 
子ども数 1. 50 474 1. 41 1. 41 179 1. 29 0.617 
同居子数 0.95 474 1. 10 0.89 179 1. 02 0.631 
同僚
遠距離 0.29 469 1. 21 0.43 178 1. 43 0.110 
中距離 1. 86 469 3.09 2.57 178 4. 59 0.043場
近距離 0.94 470 2.24 1. 04 178 1. 98 0.212 
総数 3.09 469 4.48 4.04 178 5.64 0.008様車
友人
遠距離 0.84 469 2.58 0.88 178 2.31 0.662 
中距離 2.42 468 4.55 2.49 178 4.80 0.602 
近距離 1. 10 470 2.73 1. 74 178 4.80 o. 181 
総数 4.37 468 7.24 5.11 178 8. 57 0.132 
仕事関連
遠距離 0.45 469 2.29 0.46 178 1. 40 0.418 
中距離 2.08 469 4. 31 1. 81 178 2.82 0.658 
近距離 0.85 470 2. 38 o. 53 178 1. 19 0.215 
総数 3. 37 469 6.14 2.80 178 3.99 0.803 
隣人数 2. 35 470 3. 55 2.67 178 3.88 0.214 
多様性 3.48 475 1. 35 3.84 179 1. 16 0.002 ** 
**:p<.OI. *:p<.05 
利用に結びつく要因を探索する目的でロジス 人は、ネットワークを利用して就職する傾向にあ
ティック回帰分析を行い、その結果を、表4に提 るという結果が確認されたといえよう。
示した(注(8))。ここで用いたモデルでは、調査
対象者の属性などを統制しであるが、同僚につい
ての変数は含めていなしパ注(9)。
表4に示された結果によると、先の分析にも示
されたように、性別、年齢、学歴によって就職時
にネットワークを利用する傾向が異なることはな
い(注(10))。また、どのようなネットワークを
保有しているか(この場合は別居親族、友人、隣
人の数)によってネットワーク利用の傾向が異な
ることもない。モデルの適合度指標からも、これ
らの変数から構成されたモデルが説明力に欠ける
ことがわかる。しかし、唯一ネットワーク利用に
影響を及ぼすと考えられるのが、ネットワークの
多様性であった。より多様な関係を結んでいる個
4. 3 地位達成における関係的資源の保有と利
用
これまでの分析から、多様なネットワークの保
有が関係的資源の利用に関連することが明らかに
なった。本節では、個人が職業的地位を達成する
にあたって、社会関係的資源がどのように機能す
るかを追究するために、資源の保有と利用が地位
に与える影響について分析をすすめる。
序説で述べたように、先行研究から得られた知
見に則ると、社会関係的資源は就職時の情報提供
などの機能を果たすことによって、職業的地位達
成に寄与するばかりでなく、資源を保有すること
自体が個人の人的資本として評価される場合もあ
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表4 ロジスティック回帰分析(従属変数;ネットワークを通じて就職)
B 標準誤差
性別 0.237 
年齢 0.009 
学歴
中学卒 0.643 
高校卒 O. 540 
短大卒 0.266 
親族数(Jn) 0.002 
友人数(Jn) 0.041 
仕事数(Jn) O. 138 
隣人数(Jn) 0.026 
多様性 0.225 
定数 1. 693 
-2対数尤度=494.446
モデルカイ 2乗=10.098(p=0.432) 
n=402 
O. 237 
0.010 
0.436 
0.273 
0.346 
O. 157 
O. 145 
0.155 
O. 166 
0.123 
0.661 
Wald 自由度 有意確率 Exp(B) 
1. 006 1 O. 316 1. 268 
0.934 O. 334 0.991 
4. 551883 3 0.208 
2.170 O. 141 1. 902 
3.909 0.048 1. 716 
O. 589 O. 443 1. 304 
0.000 0.990 0.998 
0.081 O. 776 1. 042 
O. 785 O. 376 0.872 
0.025 0.875 0.974 
3.338 0.068 1. 252 
6.561 0.010 O. 184 
性別の参照カテゴリーは女性、学歴の参照カテゴリーは大学卒
ると考えられる。もし、保有しているネットワー
クが人的資源としての効用があるならば、規模、
多様性ともに広いネットワークを保有すること、
そして企業にとって有益と考えられる知人を多く
持つことが評価され、高い職業的地位の達成に寄
与すると推測されよう。保有しているネットワー
クにかかわらず、人の紹介を通じて就職したこと
が高い地位と関連するのであれば、ネットワーク
の効果は人的資本としてではなく、いわゆる社会
的資本と考えられる。ここでの分析では、職業的
地位の指標として、対象者の職種が専門職あるい
は管理職(相対的に威信が高いと評価される職
種)についているかどうか、そして企業内で役職
に就いているかどうかという 2種類の2値変数を
用いた。それぞれの結果を、表5、表6に示す
(注(11))。
ここでの分析は、転職あるいは再就職して企業
に就職した男性被雇用者のみを対象としている
(注(12))。そしてモデルには、保有資源の指標
として、ネットワーク規模(総数)と多様性の他
に、ネットワークの種類の中では企業にとって最
も有益な資源と想定される仕事関連の知人の数を
含めて分析を行った。
表5には、個人が専門職あるいは管理職につい
ているかどうかという職種としての地位の指標を
従属変数としたモデルの結果が示されている。ま
表5 ロジスティック回帰分析(従属変数.専門職・管理職とそれ以外)
B 標準誤差
年齢 0.006 
学歴(大卒) 1. 279 
関係的資源(保有)
ネットワーク総数(ln) 0.430 
仕事関連知人総数(ln) O. 730 
多様性 0.170 
関係的資源(利用)
紹介された 一0.461
中小規模企業 0.456 
(定数) -1. 076 
2対数尤度=111.112 
モデルカイ 2乗二15.908(p=.026) 
n=96 
0.020 
0.472 
O. 341 
0.374 
0.270 
0.474 
0.546 
1. 533 
Wald 自由度 有意確率 Exp(B) 
0.074 O. 785 O. 994 
7. 329 0.007 3. 592 
1. 593 0.207 0.651 
3.811 O. 051 2.074 
0.397 O. 529 1. 185 
O. 943 O. 332 0.631 
0.698 0.404 0.634 
0.493 0.482 O. 341 
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表6 ロジスティック回帰分析(従属変数 役職有り)
年齢
学歴(大卒)
関係的資源(保有)
ネットワーク総数(ln)
仕事関連知人総数(ln)
多様性
関係的資源(利用)
紹介された
中小規模企業
~数)
-2対数尤度=110.601
モデノレカイ 2乗=19.327(p=.007) 
n=94 
B 標準誤差
一0.005 0.020 
1. 192 0.483 
o. 722 0.341 
0.332 0.355 
0.593 0.281 
1. 159 0.482 
0.284 0.535 
2.480 1. 552 
ず、関係的資源を利用して就職したかどうかで、
職業の地位が異ならないことがわかる。保有ネッ
トワークの効果については、規模と多様性には効
果がみられないものの、仕事関連の知人数が多い
ほど専門職や管理職に就いている可能性が高いこ
とがわかった。専門職や管理職は職業的地位の高
い職種であるが、伺時に欧米の先行研究において
は、人脈を評価する労働市場でもあるとされてい
る。そのことを踏まえると、資源の保有の効果、
すなわち人的資本としてのネットワークの効果が
存在する可能性がうかがえる。
次に、企業内の地位をあらわす役職の有無を従
属変数としたモデル(表6)を見てみよう。社会
関係的資源の保有に関しては、総ネットワークの
規模と多様性が有意な効果を示している。規模の
大きいネットワークの保有している人ほど、そし
て多様な関係の相手とつきあいがある個人ほど、
企業内で役職についている確率が高い。また、関
係的資源の利用については、知人の紹介で就職し
た人ほど役職についている確率が高い。企業内で
の地位を見る限り、ネットワークは社会的資本お
よび人的資本として、双方の機能を果たしている
ことカ1うかカtえる。
5 まとめと考察
本稿では、東京都住民を母集団とする調査に基
づき、個人が結ぶ人間関係が自身の職業的地位達
Wa1d 自由度 有意確率 Exp(B) 
0.062 0.804 0.995 
6.079 0.014 3.294 
4.477 0.034 0.486 
0.874 0.350 1. 393 
4.451 0.035 1. 809 
5.771 0.016 3.186 
o. 282 0.595 1. 329 
2. 553 0.110 0.084 
成に与える影響について探究した。具体的には、
個人のパーソナルネットワークを関係的資源と捉
え、その資源の保有と利用の関連性に焦点をあて
た分析枠組みに基づ、いて分析を行った。
TGSSの就業対象者のうち、 27.37%が知人の紹
介によって現在の職業に就いたと答えている。こ
のような関係的資源を利用して就職する傾向に、
対象者の性別、年齢、学歴による違いはない。し
かし、学校を卒業して初めて就職する場合には、
その利用率は低く (20.09%)、転職あるいは再就
職の場合に関係的資源がより多く (31.96%)活用
されていることが確認された。
知人を通じて就職した人々の保有するネット
ワークは、それ以外の経路で就職した人々のネッ
トワークと、その規模について大きく異なること
はない。ただし、より多くの同僚、特に中距離 (30
分から 2時間)に住む同僚とのつきあいの多いこ
とが特徴として挙げられる。しかし、職場の同僚
は就職後に知り合った可能性があること、そして
知人を通じて就職したことによって職場でのつき
あいが多くなるという可能性もあることから、同
僚を利用につながる資源として解釈することはむ
ずかしい。むしろ顕著な特徴としてあらわれたの
が、ネットワークの多様性についての差である。
少数の間柄からなるネットワークを持つ個人より、
多くの関係にある人々から構成されるネットワー
クを保有する個人が、就職時にネットワークを利
用する確率が高いことが示された。本調査では、
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就職を紹介してもらった特定の個人が、パーソナ
ルネットワークの中に含まれているかどうかは確
定できない。しかし、本稿の分析で得られた結果
は、個人が保有するネットワークが多様な関係か
らなることが関係的資源の活用に結びつくことを
示唆する。つまり、量的(人数)というより質的
(多様性)に豊富な関係的資源が、潜在的にその
活用に寄与していると考えられる。
本調査におけるパーソナルネットワークとは、
「日頃から何かと頼りにし、親しくしている」人々
を指すため、必ずしも Granovetterの意味する
「組帯の強さ」を主眼においてネットワークを測
定しているわけではない。接触頻度などを考慮し
ていないので明確な判断はできないが、ここでと
りあげたネットワークは、どちらかといえば、「弱
い紐帯」よりもむしろ「強い紐帯」に近い関係で
結ぼれているネットワークを指しているといって
よいだろう。また、入職経路の質問項目において、
「たまに会う友人・知人」よりも「普段からつき
あっていた友人」や「家族Jの紹介によって就職
したケースが多いことからも、弱い紐帯よりもむ
しろ強い組帯を活用していることがうかがえる。
さらに本稿では、関係的資源の利用と保有が
個人の職業的地位にどのような影響を及ぼすかに
ついて、社会的資本および人的資本としてのパー
ソナルネットワークの機能を探究する視点からモ
デルを構成し、分析を試みた。知人を通じて就職
した人々が必ずしも社会的地位の高い職種(専門
職・管理職)に就いているわけではない。しかし、
ネットワークの紹介による就職は、個人の企業内
での地位(役職)に有利な効果を与えていること
が分析結果からうかがえる。ネットワークの社会
的資本としての効果が示唆されたといえよう。ま
た、人的資本としてのネットワークの効果につい
ては、高地位の職種、企業内の役職の双方におい
て、その有効性があらわれた。仕事関連の知人を
多く持つ個人が専門職・管理職に、そして規模が
大きいネットワーク、多様性に富んだネットワー
クを保有する個人が役職に就いている確率が高い。
以上の結果を本稿で用いた分析枠組みに則って
考察すると、多様なネットワークを保有すること
は、ネットワークの利用に結びつくことによって
地位達成に寄与すると同時に、保有自体が企業内
の地位にも関連していることとなる。つまり、多
様なネットワークは社会的資本と人的資本の双方
になり得る関係的資源といえよう。一方、規模の
大きなネットワークは、人的資本としてみなされ
る可能性はあるものの、必ずしも社会的資本とし
て活用される資源とはならないことがうかがえる。
個人の職業的地位達成に、関係的資源が社会的資
本と人的資本の双方として機能するのであれば、
さらにどのような構造をもっネットワークがどち
らの資本として有効であるかを、今後の研究にお
いて展開していく必要があるだろう。
これまでの地位達成における関係的資源の効用
に関する多くの実証研究結果では、地位の高いコ
ンタクトを通じて就職した場合に関係的資源の利
用が効果をあらわすとされている。したがって、
今後就職先を紹介してくれた人についての情報を
組み込んだ新たな調査に基づく分析が必要だと考
える。また本稿の分析では、対象者数や変数にお
いての制約があり、統計的結果だけから明確な結
論を導けるわけではない。さらに、これはl時点
における調査データに基づく分析に共通する問題
点であるが、時系列データではないために、因果
関係についても不確かな部分が残ることは否めな
い。今回の分析においてはこのような限界がある
ものの、本稿での試みは、職業的地位達成におけ
る関係的資源の2種類の効果、すなわち社会的資
本としての効果と人的資本としての効果の双方が
存在する可能性を示唆するものと考え、ここで適
用した分析枠組みともに、今後蓄積される実証研
究の基盤になることを望む。
j主
1)特定の目的のために有効に活用される資源という
意味で「資本 (capital)Jという言葉を用い、以降で
は保有する「資源(resources)Jと区別する。
2)東京GSSデータでは、技術職は専門職に含まれて
いる。
3) 入職経路に関する回答は、学校経由、制度利用、
ネットワーク利用、その他の 4種類に分類して分
析に用いた。この分類は、既存研究 (SSMデー タ
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分析など)に基づく。
4)東京GSSの標本における男女有識者の合計は669人
であるが、入職経路に関して回答しなかったもの
もいたため(欠損値)、表中の合計は654人である。
5) この分析では、ケース数が少なかったため、自営
業と官公庁に就職したケースは除外してある。
6) この表には、それぞれのネットワーク特性につい
ての平均値、標準偏差を示しであるが、分布の歪
みが観察されるため、平均値の差については対数
変換をした変数を用いて検定した。
7)距離を考慮した分析を行ったのは、接触の頻度や
手段が距離によって異なることを推定したからで
ある。ここでは、それぞれ該当する人々の住居ま
での所要時間(自動車、電車、パスなどの交通機
関を利用するか、徒歩のみにかかわらず、通常の
交通手段による)が、近距離は30分未満、中距離
は30分から 2時間未満、遠距離は2時間以上とし
て定義した。
8) ここで提示したロジスティック回帰モデルでは、
簡略化するために、それぞれのネットワーク規模
を距離別に分けずに総数(対数変換した変数)と
して投入した。
9) 前節の分析から、距離によって違いがあらわれな
いことがわかったため、ここでのモデルは関係別
の総数のみ考慮した。またこの分析に用いた多様
性の指標は、同僚を除外した間柄の数で測定しで
ある。
10) ここでの分析では、大学卒を学歴の参照カテゴ
リーとして用いている。 4つのカテゴリーで測定
した学歴変数としては、有意差がみられなかった
ものの、高校卒以上の回答者とくらべると、高校
卒以下の回答者にネットワークをより多く利用す
る傾向は読み取れる。
11)先行研究によると、高度に組織化されていないと
考えられる中小規模の企業においては個人が保有
する人脈を企業に有効に役立てることができると
判断され、人的資本としてのネットワークの機能
が存在する可能性が示唆されている。そこで本節
の分析では、企業規模の変数(ここでは従業員数
5人以上 1000人未満の企業と 1000人以上の大企
業)をモデルに含めた。
12)関係的資源の保有が評価されるのは、初職という
よりむしろ転職の場合であると考えられるため、
転職者のみを対象とした。また、臨時雇用やパー
トとして再就職する場合と常勤被雇用者(正社
員)としての就職とは関係的資源の機能が異なる
ことを想定し、臨時雇用・パートの多い女性は分
析の対象にしていない。男性対象者についても、
常勤被雇用者(正社員)のみを分析対象とするの
が望ましいと考えられるが、ケース数が少なくな
ること、そして臨時雇用の男性を含めた場合の結
果に大きな相違がみられなかったことから、ここ
ではすべての男性被雇用者を対象とした結果を提
示した。
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This paper investigates how social resources con仕ibuteto attaining one's occupational status. 
Previous research indicated that one's personal networks may be viewed as social capital through which 
one can obtain high status jobs. Social resources such as one's personal networks can also be seen as 
human capital that employers might find desirable for their potential value to the company. Social 
resources， therefore， can serve either or both as social capital and/or human capital. 
Using a sample of the General Social Survey conducted in To匂o(Tokyo GSS) in 2000， the 
analyses in this paper intend to distinguish the benefit of the use of social resources (social capital e旺民t)
企omthe benefit oftheir possession (human capital effect)， aswell as investigate the relationship between 
them. 
It was found that individuals with diverse networks consisting of various relationships are more 
likely to utilize social resources when obtaining jobs. Having a larger network， however， was not 
shown to increase the chance of social resource utilization. The analyses also showed that those whose 
obtained jobs via acquaintances are more likely to hold higher positions within the company， consistent 
with the social capital effect. Possession of a large and/or diverse network is also shown to lead to a 
higher position， indicating the possibility of the human capital e妊ect.These results suggest that the 
diversity of a network may allow one's social resources to function as both social and human capital， 
while having a large network without diversity only serves as human capital. 
